
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１.　継続組織の前提に関する注記

該当なし

２.　重要な会計方針

「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　改正平成２１年１０月１６日　改正令和２年５月１５日

内閣府公益認定委員会）を採用している。

（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・償却原価法によっている。

その他の有価証券

　　時価のあるもの・・・期末日の市場価格等による時価法

　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）によっている。

　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっている。

（２）　引当金の計上基準

退職給付引当金は、役職員に支給する退職金の期末要支給額を計上している。

賞与引当金は、支給対象期間が当期に属する支給見込額を計上している。

（３）　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

３．会計方針の変更

該当なし

４．表示方法の変更

当年度より正味財産増減計算書の「研究調査助成事業費」と「研究出版助成事業費」を合算して

「研究調査・出版助成事業費」として表示している。

５．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおり。

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

預金 167,851,622 54,910,672 50,910,672 171,851,622

投資有価証券 7,559,161,866 0 212,157,378 7,347,004,488

小　　計 7,727,013,488 54,910,672 263,068,050 7,518,856,110

特定資産

   退職給付引当資産 7,300,000 2,300,000 0 9,600,000

事業安定積立資産 886,776,369 0 33,679,820 853,096,549

　 奨学金積立資産 0 70,000,000 0 70,000,000 （注1）

　 助成金積立資産 0 12,000,000 0 12,000,000 （注2）

小　　計 894,076,369 14,300,000 33,679,820 944,696,549

合　　計 8,621,089,857 69,210,672 296,747,870 8,463,552,659

（注1）奨学金積立資産は、来年度以降の新規採用者への奨学金引上げ及び予約型奨学金新設の

　　　　ための事業拡大費用に充てるために新設したものである。

（注2）助成金積立資産は、来年度以降の物価高騰による紙等原材料値上がりのため、及び1件当た

　　　　りの助成金額の増額または採択件数を増やすための事業拡大費用に充てるために新設した

　　　　ものである。
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６.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおり。

（単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
　　　からの充当額）

（うち一般正味財産
　　　からの充当額）

　（うち負債に
　　　　対応する額）

基本財産

預金 171,851,622 （62,570,101） （109,281,521） (0)

投資有価証券 7,347,004,488 （2,135,504,400） （5,211,500,088） (0)

小　　計 7,518,856,110 （2,198,074,501） （5,320,781,609） (0)

特定資産

   退職給付引当資産 9,600,000 （0） （0） （9,600,000）

事業安定積立資産 853,096,549 （0） （853,096,549） （0）

　 奨学金積立資産 70,000,000 （0） （70,000,000） （0）

　 助成金積立資産 12,000,000 （0） （12,000,000） （0）

小　　計 944,696,549 （0） （935,096,549） （9,600,000）

合　　計 8,463,552,659 （2,198,074,501） （6,255,878,158） （9,600,000）

７．担保に供している資産

該当なし

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

９．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

10．保証債務等の偶発債務

該当なし

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし

13．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおり。

（単位：円）

金    額

　　基本財産受取利息への振替 0

　　基本財産受取配当金への振替 88,255,832

88,255,832

内　　　訳

　経常収益への振替額

　　　 基本財産運用益を一般正味財産へ振替



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

14．関連当事者との取引の内容

該当なし

15．その他

（１）基本財産評価損益等及び特定資産評価損益等の内訳は次のとおり。

（単位：円）

時価法による
評価損益

期限前償還等
による実現損益

合　　計

（一般正味財産増減の部）

　　　　基本財産評価損益等 △ 155,224,545 0 △ 155,224,545

　　　　特定資産評価損益等 △ 33,679,820 0 △ 33,679,820

（指定正味財産増減の部）

　　　　基本財産評価損益等 △ 56,932,833 0 △ 56,932,833

　　　（２）金融商品の状況に関する事項

　　①金融商品に対する取組方針

　　 　当財団は、公益目的事業の財源の大部分を運用益によって賄うため、債券、株式、投資信託

   　　により資産運用する。なお、投機目的の取引は,行わない方針である。

　　②金融商品の内容及びそのリスク

　 　　投資有価証券は、債券、株式、投資信託であり、発行体の信用リスク、市場リスク（金利、為替及

　 　　び市場価格の変動リスク）にさらされている。

　　③金融商品のリスクに係る管理体制

　　　イ．資産運用規程に基づく取引

　　　　　金融商品の取引は、当財団の資産運用管理規程に基づき行う。

　　　ロ．信用リスクの管理

　　　　　債券については、発行体の信用情報及び時価の状況を把握し、定期的に理事会に報告す

　　　　　る。

　　　ハ．市場リスクの管理

　　　 　　株式及び投資信託については、関連する市場の動向並びに時価及び運用状況を把握し、

　　　 　　定期的に理事会に報告する。

内　　　訳


